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看護師に対する禁煙指導強化のための取り組みとその効果
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目的 病棟単位で行った看護師に対する禁煙指導強化のための取り組みを紹介し，その効果を，

禁煙指導を行うことに対する自信の変化，および日常診療における禁煙指導行動の変化を指

標として評価する。

方法 当施設の全13病棟のうち，2 つの病棟（強化病棟）に勤務する看護師約40人を対象に，禁

煙指導に関するオンザジョブトレーニングを柱とした，動機，知識，体験，技術を強化する

ための直接的・間接的な支援を約 4 年間実施した。その前後（1997年および2002年）で当施

設の看護師を対象に行った無記名自記式の調査票から禁煙指導を行うことに対する自信と禁

煙指導行動に関する項目を集計し，その変化を求めた。この変化を強化病棟以外の11の病棟

（対照病棟）に勤務する看護師約200人の成績と比較した。

成績 ◯１取り組み前では強化病棟に勤務する看護師と対照病棟に勤務する看護師の間に，年齢分

布，喫煙率ともに差を認めず，取り組み後での禁煙のメリットに関する疫学的知識のレベル

にも両病棟間で差を認めなかった。

◯２強化病棟に勤務する看護師の禁煙指導を行うことに対する自信は，取り組みの前後で有

意に上昇した（P＝0.02）。一方，対照病棟に勤務する看護師ではこの間に有意な上昇を認め

なかった（P＝0.14）。
◯３日常診療の中で患者の禁煙準備性に応じた具体的な禁煙の方法を示す行為を「必ず・た

いてい行う」と答えた者の割合は，取り組み前には両病棟間で有意差を認めなかったが（調

整オッズ比1.42, 95％信頼区間（CI）：0.68–2.94），取り組み後には強化病棟では対照病棟に

比べて有意に高くなった（同2.93, 95％Ci：1.27–6.74）。指導をした後にその効果を確認す

るために喫煙状況を尋ねる行為を「必ず・たいてい行う」と答えた者の割合も，同様の結果

であった（取り組み前の調整オッズ比1.43, 95％CI：0.74–2.78→取り組み後3.71, 95％CI：
1.70–8.10）。

結論 看護師の日常診療における禁煙指導の強化を目指したオンザジョブトレーニングを柱とす

る病棟単位での取り組みを概説した。この取り組みは，看護師の禁煙指導を行うことに対す

る自信を高め，日常診療における適切な禁煙指導行動の習慣化に寄与した可能性が示唆され

た。

Key words：看護師，禁煙指導，自己効力感

Ⅰ は じ め に

喫煙者が禁煙することによって得られる健康上

のメリットは，すでに，呼吸器疾患，がん，循環

器疾患等に罹患した患者にとっても，再発や悪化

の防止の点から大きいことが指摘されてお

り1～6)，医療の場における禁煙支援の重要性が増

している。

我々は，当施設の看護師の日常診療における禁

煙指導の充実を図るための基礎資料を得るため，

1997年に禁煙指導の実態と意識についての無記名

自記式調査7)を行った。その結果，禁煙指導に関

する自己効力感が高い看護師ほど日常業務で単に

禁煙を勧めるだけではなく，禁煙に関心のある患
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者に具体的な禁煙方法を伝えたり，指導を行った

患者に喫煙状況を尋ねてその効果を確認する等

の，より効果的とされている指導法8,9)を行って

いた頻度か高かった7)。自己効力感とは，ある結

果を生みだすために必要な行動を実行することが

できる，という個人の自信，確信を言う。喫煙行

動に例えると，喫煙者では禁煙という結果を生み

だすために行動を開始できる自信，禁煙者では禁

煙を継続できる自信，と考えられる。同様に，看

護師においては，たとえば禁煙指導を行うことに

対する自信を禁煙指導に関する自己効力感と位置

付けることができると考える。心理学者の

Bandura10)によると，自己効力感は◯１それまでの

当該行動の達成体験，◯２自分と似た属性を持つ人

が当該行動に成功していることを実感する，いわ

ゆる代理経験，◯３他者からの言語的説得・励まし，

◯４情動的アローザル（認知の仕方を再構成する），

の 4 つの情報源からの情報をもとに形成するとさ

れている。従って，過去の達成体験や周囲からの

賞賛，豊富な知識等を保有し，その行動に対する

自信が高い者ほど，当該行動を開始・継続しやす

いと言われている10)。また，この自信と行動の関

係は保健医療従事者の，各患者指導に関する自信

と指導行動との関係にもあてはまると考えられて

いる11)。他方，1997年に行った調査では，看護師

の禁煙指導に関する自己効力感は食事指導や服薬

指導に関する自己効力感に比べて低いものであっ

た。以上のことから，看護師の禁煙指導行動を促

進・強化するためには，患者への禁煙指導に関す

る自己効力感をまず高めることが必要であると考

えた。

そこで我々は，看護師の禁煙指導に関する自己

効力感を高め，看護師が前述のように適切な禁煙

指導行動を日常診療の中で習慣的に行うことを意

図して働きかけを行う病棟（以下，強化病棟とす

る）を決めて，そこに勤務する看護師に対して

1998年 3 月から2002年 3 月まで取り組みを行っ

た。その特徴は，多忙な看護師が特別な時間をと

らずに日常診療の中で取り組めることを念頭に置

き，強化病棟の看護長 1 人を含む 4 人の看護師

（以下，担当看護師とする）に対してのみ患者へ

の禁煙指導強化のためのプログラムを提供し，強

化病棟に所属するその他の看護師には担当看護師

を通じて間接的な強化がなされるよう意図したも

のであった。その強化病棟に対する取り組みがそ

の病棟に勤務する看護師全体の自己効力感の向上

をもたらし，禁煙指導行動に変化を及ぼしたかど

うかを評価するため，1997年と同様の調査を，取

り組み終了後の2002年12月に再び行い，両時点の

データを用いてこの間の自己効力感と禁煙指導行

動の変化をみた。つぎに，これらの変化につい

て，自己効力感を高める取り組みを行わなかった

当施設の他の病棟（以下，対照病棟とする）に勤

務する看護師におけるこの間の変化の程度と比較

し検討した。さらに，強化病棟に勤務する看護師

は対照病棟に勤務する看護師に比べてどれたけ適

切な禁煙指導行動が習慣付けられていたかを，取

り組み前と後の 2 つの時点で求めた。

Ⅱ 方 法

1998年 3 月に，当施設に13ある病棟のうち，2

つの循環器病棟を強化病棟とした。その理由は，

循環器病棟では患者の心臓への負担からニコチン

代替療法の実施が困難であること，また，禁煙に

よる狭心発作や再梗塞の予防効果が大きく5)，他

の病棟に比べて看護師による禁煙指導の必要性が

より高いと受け止められていたからである。

強化病棟への取り組み内容は，前述の自己効力

感を形成するための 4 つの要素を意識して，当施

設における禁煙指導の経験を有する著者らの一人

（以下，強化担当者とする）が組み立てた。また，

多忙な看護師に負担を強いることのないよう，担

当看護師の必要人数は当該病棟の看護長との話し

合いによって決定し，その人選は看護長に一任し

た。表 1 にその内容を示す。第一に，強化担当者

は取り組みのキーパーソンとなる強化病棟の両看

護長に対して，禁煙による患者のメリットや看護

師の自己効力感を高める必要性，予想される効果

等について，口頭による説明を数回行った（取り

組みを開始する動機の強化，言語的説得）。第二

に，強化担当者は強化病棟から選出された 4 人の

担当看護師に対して，患者への適切な禁煙指導を

行うためのプログラム（以下，強化プログラムと

する）を，指導しながら提供した。その内容は，

◯１動機の強化を目的に，この取り組みの必要性と

効果について口頭で説明を行い（言語的説得），

◯２知識の強化を目的に，Prochaska ら12)による行

動科学の理論に基づいた禁煙指導方法について 1
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表１ 看護師に対する禁煙指導強化のための取り組み

目 的 方 法 内 容 期間・頻度等

【強化病棟の看護長に対する強化】

1. 動機の強化 口頭による説明 禁煙による患者のメリットと，行動科学に
基づいた禁煙サポートの導入とその評価の
必要性

1997年12月～98年 3 月
の間に数回 1 回約10分

【担当看護師1)に対する強化プログラム】

1. 動機の強化 口頭による説明 禁煙による患者のメリットと，行動科学に
基づいた禁煙サポートの導入の必要性

1998年 3 月 1 回10分

2. 知識の強化 講義 行動科学の理論と喫煙ステージに応じた禁
煙指導方法

1998年 3 月 1 回 1 時間

強化担当者3)作成のマ
ニュアルの提供

講義内容と，喫煙ステージに応じた禁煙指
導方法の具体例を提示

1998年 3 月～随時

3. 体験の強化 オンザジョブ・トレー
ニングの指導

病室での個別禁煙指導体験，指導後の喫煙
状況の確認

1998年 4 月～2002年 3
月担当看護師 1 人平均
26回 1 回15分程度

マニュアルによる禁煙
成功例の提示

強化担当者の体験に基づいた指導成功例の
認知

1998年 3 月～随時

4. 技術の強化 定型の記録用紙の作成 記入することで自己の指導の流れを確認で
きる構造

1998年 4 月

紙面による指導内容の
評価

不十分な指導内容に対するアドバイスや疑
問点の解決

1998年 4 月～2002年 3
月各指導実施毎

5. 心理的支援 紙面，口頭による賞賛 適切な指導に対して言語的に賞賛

結果期待への認知を適正化

1998年 4 月～2002年 3
月各指導実施毎
(口頭は随時)

【その他の看護師2)に対する間接的強化】

1. 動機の強化 口頭による説明(間接的) 看護長を通じて，カンファレンスや詰所会
で全看護師に取り組みの必要性と内容を紹
介

1998年 3 月 1 回20分

2. 知識の強化 マニュアルの回覧
(間接的)

看護長を通じて，4 冊のマニュアルを病棟内
で回覧

1998年 4 月～

3. 体験の強化 マニュアルによる禁煙
成功例の提示と，担当
看護師が行う禁煙成功
例の代理経験

強化担当者の体験に基づいた指導成功例の
認知，担当看護師による個別禁煙指導成功
体験の認知

1998年 4 月～2002年 3 月

1) 担当看護師とは強化された禁煙指導を患者に対して実施した 4 名の看護師（看護長 1 名を含む)
2) その他の看護師とは強化病棟に勤務する担当看護師以外の看護師
3) 強化担当者とは看護師に対する禁煙指導の強化を担当した著者の 1 人
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時間の講義を実施した。また，この講義内容や入

院患者への禁煙指導の具体例を含めた禁煙サポー

トマニュアル（以下，マニュアルとする）を作成

し，講義前に担当看護師に提供した。つぎに◯３禁

煙指導の達成体験を強化するため，マニュアルに

基づいて実際に担当看護師が病室で個別禁煙指導

を行うという，いわゆるオンザジョブトレーニン

グによって経験を積み重ねさせ，指導後に喫煙状

況を確認することによって成功事例を体験させた

（当該行動の達成体験）。また，マニュアルには強

化担当者が実際に当施設内で患者に行った個別禁

煙指導から得た成功事例を紹介しており，その部

分を繰り返し読んでもらうことで指導成功の代理

経験に代えた。つぎに◯４技術の強化を目的に，強

化担当者が作成した定型の記録用紙を用いて，担

当看護師が指導の度に自分の行動を振り返り自己

評価ができるように工夫した。また，強化担当者

は担当看護師の不十分な指導や担当看護師からの

質問に対して，その解決を図るために口頭，ある

いは紙面によるアドバイスを行った。さらに，◯５

担当看護師の心理的支援を目的に，強化担当者は

全ての記録に目を通し適切な指導に対しては賞賛

を与えた（言語的説得）。また，指導方法や指導

内容別の患者の禁煙成功率に関する情報を提供し

たり，強化担当者の失敗例を提示することで，担

当看護師が自己の指導効果に過剰な期待をしない



499499第51巻 日本公衛誌 第 7 号平成16年 7 月15日

ようアドバイスを行った（認知の再構成）。第三

に，強化病棟のその他の看護師に対しては，看護

長を通じてこれらの取り組みの進捗状況を紹介す

ることで間接的に取り組みに対する動機を高め

（言語的説得），マニュアルの回覧を通して間接的

な知識の強化を図った。さらに，同僚である担当

看護師によるオンザジョブトレーニングの達成体

験をその他の看護師が目にすることで，禁煙指導

成功の代理経験となるよう考慮した（表 1）。

一方，その他の11の対照病棟については表 1 に

示すような著者らによる看護師への取り組みは実

施しなかった。なお，当施設には，医師，看護

師，保健師，事務職で構成される組織的な喫煙対

策実施部門があり，そこが主体となって禁煙教

室・講座という集団方式による患者への禁煙指導

を1998年から開始した。また，その構成員が参加

する運営会議で禁煙のメリットに関する疫学情報

を提供し，その参加者を通して当施設内の全医療

従事者への普及を図った。さらに，この部門は

2002年に実施した調査までの 5 年間に，喫煙コー

ナーの廃止や，タバコの自動販売機の撤去，施設

内 1 か所の喫煙室を除く病院内全館禁煙の実施，

売店でのタバコ販売の中止等，喫煙対策の推進に

貢献した13)。これらの活動により，少なくとも環

境面において全ての病棟に等しく，1997年以前に

比べて患者への禁煙指導が行いやすい状況が生ま

れた。

つぎに，前述の取り組みの評価を行うために

2002年12月に，常勤看護師全員に対して禁煙指導

に関する無記名自記式の調査（以下，02年調査と

する）を実施し，このうち回答が得られた病棟勤

務者を集計対象とした。調査票は，各病棟に所属

する看護師の人数分を，各病棟看護長に回収袋と

ともに配布した。看護長は所属の看護師に調査へ

の協力を求め，調査票記入後を各自で回収袋に入

れるよう依頼した。2 週間後に各病棟に止め置か

れた回収袋を回収した。この調査は，1997年に実

施した全看護師への禁煙指導に関する調査7)（以

下，97年調査とする）の方法に準じて行われた。

調査項目には，97年調査の成績と比較するため

に，前回と同じ日常業務における◯１禁煙指導行為，

◯２禁煙指導方法，◯３ 1 回の禁煙指導にあてる時間，

◯４禁煙指導を行うことへの自己効力感，の項目を

用いた。◯１の禁煙指導行為としては，これまでの

研究で効果的とされている8,9)禁煙に関心のある

患者に具体的な禁煙方法を伝える行為と，指導を

行った患者に喫煙状況を尋ねてその効果を確認す

る行為の頻度を把握した。さらに，これらの効果

的とされる行為を◯２の禁煙指導方法という切り口

で，禁煙方法を伝える情報提供型と，自己決定を

促すカウンセリング型とに分類し，各々の実施頻

度を把握した。著者らは，行為と方法という 2 側

面から捉えた，計 4 つの指標の実施頻度によっ

て，看護師の適切な禁煙指導行動の変化を評価す

ることとした。◯４の禁煙指導を行うことへの自己

効力感については両調査とも，「あなたは禁煙指

導を行うことに対してどれくらい自信があります

か？」という質問に対して，「全く自信がない」

の 0％から「とても自信がある」の100％までの

11段階で尋ねた。

97年調査の成績7)を02年調査の成績と比較可能

とするために，97年調査の回答者367人から外来

勤務者，看護部・手術部等の病棟以外の勤務者，

非常勤看護職員を除き，257人分の成績を用い

た。なお，02年調査時点で強化病棟に勤務してい

た者のうち18％ (7/40）は，取り組みが終了した

2002年 4 月以降に強化病棟に配属された者であり，

02年調査時点で対照病棟に勤務していた者のうち

4％ (9/206）は，取り組みを行っていた1998年 3

月から2002年 3 月までの間に強化病棟での勤務経

験を持つ者であった。

一方，02年調査では，97年調査後に当施設の研

究結果から確認された 3 つの疫学情報4,5,14)に関

する周知度を調べるため，新たに項目を追加し

た。これは当施設の喫煙対策実施部門を通して普

及を図った禁煙のメリットに関する疫学情報の知

識が，どのくらい各看護師に周知されたかを把握

するとともに，強化病棟と対照病棟で知識の普及

度に差がなかったことを確認するために加えられ

た。

集計は SAS 統計ソフトを用い，属性や疫学的

知識の周知度の分布を97年調査の成績と02年調査

の成績で比較する際にはカイ二乗検定を，禁煙指

導における自己効力感の分布の比較や禁煙指導行

動の実施頻度を比較する際には Wilcoxon Two-

Sample Test を行った。さらに，適切な禁煙指導

行動の実施割合を，強化病棟と対照病棟に勤務す

る看護師間で比較するために，多重ロジスティッ
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表２ 禁煙指導強化有無別対象者の属性（97年調査，02年調査)

1997年調査 2002年調査

強化病棟 対照病棟 P 値* 強化病棟 対照病棟 P 値*

年齢 0.83 0.25
29歳以下 22( 50.0％) 110( 51.6％) 16( 40.0％) 80( 45.5％)

30–39歳 12( 27.3％) 44( 20.7％) 14( 35.0％) 42( 23.9％)

40–49歳 9( 20.5％) 46( 21.6％) 10( 25.0％) 37( 21.0％)

50歳以上 1( 2.3％) 13( 6.1％) 0( 0.0％) 17( 9.7％)

喫煙状況 0.99 0.92
非喫煙者 40( 90.9％) 190( 89.2％) 35( 87.5％) 154( 87.5％)

喫煙者 4( 9.1％) 22( 10.3％) 5( 12.5％) 20( 11.4％)

不明 0( 0.0％) 1( 0.5％) 0( 0.0％) 2( 1.1％)

計 44(100.0％) 213(100.0％) 40(100.0％) 176(100.0％)

* カイ二乗検定

注) 各項目不明者は除いて解析

表３ 禁煙のメリットに関する疫学情報の周知度（2002年調査)

知っている 知らない 不 明 計 P 値*

術後の呼吸器合併症予防効果 0.545
強化病棟 20(50.0％) 20(50.0％) 0(0.0％) 40(100.0％)

対照病棟 96(54.5％) 77(43.8％) 3(1.7％) 176(100.0％)

二次がん予防効果 0.774
強化病棟 14(35.0％) 26(65.0％) 0(0.0％) 40(100.0％)

対照病棟 66(37.5％) 108(61.4％) 2(1.1％) 176(100.0％)

虚血性心疾患再発予防効果 0.922
強化病棟 11(27.5％) 29(72.5％) 0(0.0％) 40(100.0％)

対照病棟 48(27.3％) 127(72.2％) 1(0.6％) 176(100.0％)

* 各項目の認知度に関する検定（不明者を除いてカイ二乗検定を実施)

500 第51巻 日本公衛誌 第 7 号 平成16年 7 月15日

ク回帰分析を行った。従属変数は，各調査時点で

適切な指導行動各々を「必ず・たいてい行う」者

に 1 を与え，それ以外の者には 0 を与えた。した

がって，ここで計算されたオッズ比は，各説明変

数において強化病棟が対照病棟に比べて，適切な

指導行動が習慣付けられた者の割合が何倍高いか

という値に近似する。また，説明変数に投入した

対象者の年齢については，看護師としての経験が

比較的浅いと思われる29歳以下を一つにまとめ，

30歳以上と区別して検討した。

Ⅲ 結 果

1. 回答者の属性（表 2）

02年調査の有効回答率は，強化病棟100％ (40/

40），対照病棟85.4％ (176/206）であった。02年

調査における年齢分布を両病棟で比較すると，強

化病棟では39歳以下の者の割合がやや高く（75％

対69％），50歳以上の割合が低かった（0％対10％）

が，年齢分布に有意な差は認められなかった（P

＝0.25）。喫煙状況の分布は，両病棟でほぼ同じ

であった（P＝0.92）。なお，97年調査における年

齢分布と喫煙状況にも両病棟で差を認めなかった

（P＝0.83, P＝0.99）。

2. 看護師に対する禁煙のメリットについての

疫学情報の普及（表 3）

当施設内で医療従事者に普及を図った，禁煙の

メリットについての 3 つの疫学情報のうち最も知

られていたものは，両病棟とも「禁煙による術後

の呼吸器合併症予防効果」で，その割合は強化病

棟で50％，対照病棟で55％と，両病棟間に差はな
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表４ 禁煙指導に関する自己効力感禁煙指導強化

有無別

強化病棟 対照病棟

1997年
調査

2002年
調査

1997年
調査

2002年
調査

n＝44 n＝40 n＝213 n＝176
自己効力感

70–100％ 7(15.9％) 9(22.5％) 31(14.6％) 39(22.2％)

40–60％ 17(38.6％) 24(60.0％) 115(54.0％) 81(46.0％)

0–30％ 18(40.9％) 6(15.0％) 62(29.1％) 50(28.4％)

不明 2( 4.5％) 1( 2.5％) 5( 2.3％) 6( 3.4％)

0.01 0.14
0.53

0.10P 値*

注）検定は 0–100％の11段階の回答を用い，不明者を除いて

実施した。

* Wilcoxon Two–Sample Test

表５ 適切な禁煙指導行動の実施頻度の変化禁煙指導強化有無別

指導行動 実施頻度
強 化 病 棟 対 照 病 棟

1997年調査 2002年調査 P 値* 1997年調査 2002年調査 P 値*

【指導行為】

禁煙に関心があ
る患者に具体的
な禁煙方法を指
導する

必ず・たいてい
行う

31( 72.1％) 32( 80.0％) 0.40 137( 64.6％) 100( 57.5％) 0.15

時々行う 10( 23.3％) 6( 15.0％) 53( 25.0％) 53( 30.5％)

ほとんど・全く
行わない

2( 4.7％) 2( 5.0％) 22( 10.4％) 21( 12.1％)

計 43(100.0％) 40(100.0％) 212(100.0％) 174(100.0％)

指導の効果を確
認するため喫煙
状況を尋ねる

必ず・たいてい
行う

25( 58.1％) 30( 75.0％) 0.12 104( 49.3％) 77( 44.5％) 0.17

時々行う 15( 34.9％) 7( 17.5％) 80( 37.9％) 58( 33.5％)

ほとんど・全く
行わない

3( 7.0％) 3( 7.5％) 27( 12.8％) 38( 22.0％)

計 43(100.0％) 40(100.0％) 211(100.0％) 173(100.0％)

【指導方法】

禁煙方法を伝え
る情報提供型

必ず・たいてい
行う

29( 69.0％) 29( 72.5％) 100( 47.8％) 91( 52.3％)

時々行う 8( 19.0％) 8( 20.0％) 0.72 70( 33.5％) 51( 29.3％) 0.12
ほとんど・全く
行わない

5( 11.9％) 3( 7.5％) 39( 18.7％) 32( 18.4％)

計 42(100.0％) 40(100.0％) 209(100.0％) 174(100.0％)

自己決定を促す
カウンセリング
型

必ず・たいてい
行う

16( 37.2％) 22( 55.0％) 61( 29.0％) 52( 29.9％)

時々行う 16( 37.2％) 11( 27.5％) 0.05 72( 34.3％) 57( 32.8％) 0.26
ほとんど・全く
行わない

11( 25.6％) 7( 17.5％) 77( 36.7％) 65( 37.4％)

計 43(100.0％) 40(100.0％) 210(100.0％) 174(100.0％)

注) 各指導行為，あるいは各指導方法が不明の者は除いて解析

* Wilcoxon Two–Sample Test
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かった（P＝0.55）。一方，最も知識が低かったも

のは，両病棟とも「虚血性心疾患再発予防効果」

であったが，これも両病棟間に差を認めなかった

（強化病棟28％，対照病棟27％，P＝0.92）。禁煙

による二次がんの予防効果に関する知識も両病棟

間に差を認めなかった（P＝0.77，表 3）。

3. 禁煙指導に関する自己効力感の変化（表 4）

強化病棟に勤務する看護師の自己効力感の分布

は，取り組み前後で有意に変化した（P＝0.01）。

自己効力感が40–60％という中程度者の割合は

39％から60％へと大きく上昇し，30％以下と低い

者の割合は41％から15％へと大きく低下した。一

方，対照病棟に勤務する看護師の自己効力感の分

布には有意な変化を認めなかった（P＝0.14，表

4）。

4. 適切な禁煙指導行動の変化（表 5）

日常業務における禁煙指導行為のうち，禁煙に
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表６ 両病棟に勤務する看護師間での適切な禁煙指導行動の実施割合の比較取り紹みの前（1997年）と後

（2002年)，多重ロジスティック回帰分析

要 因

1997年 2002年

回答者
計

必ず・
たいてい行う

オッズ比*
(95％CI)

回答者
計

必ず・
たいてい行う

オッズ比*
(95％CI)

禁煙に関心がある患者に具体的な禁煙方法を指導する行為

強化病棟 44 31 1.42(0.68–2.94) 40 32 2.93(1.27–6.74)
対照病棟 213 137 1.00 176 100 1.00

指導の効果を確認するため喫煙状況を尋ねる行為

強化病棟 44 25 1.43(0.74–2.78) 40 30 3.71(1.70–8.10)
対照病棟 213 104 100 176 77 1.00

禁煙方法を伝える情報提供型

強化病棟 44 29 2.48(1.22–5.05) 40 29 2.38(1.11–5.09)
対照病棟 213 100 1.00 176 91 1.00

自己決定を促すカウンセリング型

強化病棟 44 16 1.45(0.73–2.88) 40 22 3.02(1.48–6.17)
対照病棟 213 61 1.00 176 52 1.00

注）説明変数として年齢（30歳以上/29歳以下）を調整した。

* 強化病棟では対照病棟に比べて何倍，各望ましい指導行為を「必ず・たいてい行う」者が存在したかを示す。
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関心がある患者に具体的な禁煙方法を指導する行

為を「必ず・たいてい行う」と回答した者の割合

をみると，強化病棟ではやや増加し（72％→

80％），対照病棟ではやや低下した（65％→58％）

が，何れも有意な変化ではなかった。また，指導

の効果を確認するため喫煙状況を尋ねる行為を

「必ず・たいてい行う」と回答した者の割合は強

化病棟で58％から75％へと増加する傾向がみられ

たが，対照病棟ではあまり変わらなかった（49％

→45％，表 5）。

日常業務における禁煙指導方法のうち，禁煙方

法を伝える情報提供型の指導方法を「必ず・たい

てい行う」と回答した者の割合は両病棟でやや増

加する傾向があった（強化病棟69％→73％，対照

病棟48％→52％）が，何れも有意な変化ではなか

った。また，自己決定を促すカウンセリング型の

指導方法を「必ず・たいてい行う」と回答した者

の割合は，強化病棟で37％から55％へと増加した

が（P＝0.05），対照病棟ではほとんど変化がなか

った（29％→30％，表 5）。

5. 両病棟に勤務する看護師間での，適切な禁

煙指導行動の実施割合の比較（表 6）

つぎに，両病棟に勤務する看護師間で適切な禁

煙指導行動（表 5 の指導行為と指導方法）の実施

割合を多重ロジスティック回帰分析で比較した

（表 6）。日常診療の中で患者の禁煙準備性に応じ

た具体的な禁煙の方法を示す行為を「必ず・たい

てい行う」と答えた者の割合は取り組み前には両

病棟間で有意差を認めなかったが（調整オッズ比

1.42, 95％信頼区間（CI）：0.68–2.94），取り組み

後には，強化病棟では対照病棟に比べて有意に高

くなった（同2.93, 95％CI：1.27–6.74）。指導の

効果を確認するために喫煙状況を尋ねる行為を

「必ず・たいてい行う」と答えた者の割合も，同

様の結果であった（取り組み前の調整オッズ比

1.43, 95％CI： 0.74–2.78→取り組み後同 3.71,

95％CI：1.70–8.10）。つぎに，禁煙指導方法別の

実施割合を両病棟間で比較した。禁煙方法を患者

に伝える情報伝達型を「必ず・たいてい行う」と

答えた者の割合は，取り組みの前でも後でも共に

強化病棟の看護師において有意に高かった（調整

オッズ比2.48と2.38）。自己決定を促すカウンセ

リング型の実施割合は，取り組み前では両病棟間

に有意差はなかったが（同 1.45, 95 ％ CI ：

0.68–2.94），取り組み後では強化病棟において調

整オッズ比が3.02と有意に高くなった（表 6）。

つぎに，1 回の禁煙指導にあてる時間の変化を

禁煙指導強化の有無別に図 1 に示す。強化病棟で

は，1997年から2002年にかけて禁煙指導時間の平

均が 2 分以内の者の割合が21％から13％に低下し，
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図１ 禁煙指導強化の有無別，1 回の禁煙指導にあてる

時間の分布の変化，97年–02年

503第51巻 日本公衛誌 第 7 号平成16年 7 月15日

6 分以上の者の割合か34％から43％に増加した。

一方，対照病棟でも 2 分以内の者の割合は 3％低

下したが，6 分以上の者の割合は両年とも22％で

変化がなかった。強化病棟では1997年に比べ2002

年で禁煙指導にあてる時間か長くなる傾向がみら

れたが有意ではなく，両病棟とも依然として禁煙

指導時間が平均 3～5 分の者の割合が最も高かっ

た（図 1）。

Ⅳ 考 察

看護師の禁煙指導行動と，禁煙指導に関する認

知，知識，経験，自己の喫煙状況などとの関連を

分析し，その結果から看護師に対する禁煙指導教

育の充実の必要性を指摘した報告は国内外でみら

れている15～17)。また，国内では保健医療従事者

を対象に禁煙指導の技術の向上を目指したトレー

ニングプログラムを開発，実施し，参加者の知

識，態度，あるいは技術の向上を評価する取り組

み18,19)が進んでいる。本調査では，看護師に対す

る禁煙指導強化のための取り組みが実際にそれを

受けた看護師の自己効力感を向上させ，日常診療

における禁煙指導行動に好ましい変化を及ぼすか

どうかを評価しようと試みた。

本調査において，強化病棟に勤務する看護師の

禁煙指導に関する自己効力感は取り組みの前後で

有意に上昇したが，対照病棟に勤務する看護師の

それは明らかな上昇を認めなかった。一方，一般

的に看護師としての経験年数と正の相関を示す年

齢や，自己の喫煙の有無といった禁煙指導に関連

する要因16)の変化は，この間で両病棟に差はみら

れなかった。また，02年調査時点における疫学情

報の周知度にも両病棟間で差はなく，このこと

は，当施設の医療従事者に対して喫煙対策実施部

門が2002年までに行っていた禁煙のメリットに関

する疫学情報の普及が，両病棟間で偏りなく行わ

れたことを示唆している。これらの背景を考え合

わせると，強化病棟に勤務する看護師にみられた

自己効力感の有意な変化は，禁煙指導強化のため

の取り組みによるものであると推定された。

わが国でその有効性が確認された禁煙指導者ト

レーニングプログラムは数日間を要するものであ

るため18,19)，多忙な看護師にはその参加が困難と

なる場合が多い。そこで，多忙な看護師が特別な

時間をとらずに日常診療業務のなかで行えること

に主眼をおいたプログラムを考案し，モデルとし

て取り組んだ。また，強化担当者から直接的な強

化を受ける担当看護師は最小限の人数とし，主に

は担当看護師からその他の看護師への間接的な強

化の効果を期待して取り組みを計画した。その結

果，間接的な強化しか受けていない看護師が大部

分を占める強化病棟において，看護師全体の自己

効力感の上昇を認めた。これは，主として同僚で

ある担当看護師から得られた代理経験によって，

その他の看護師の自己効力感が上昇したことによ

るのではないかと推察した。また，職務上の管理

者である看護長が担当看護師の 1 人として取り組

みに参加したことは，禁煙指導強化の括動に対す

る全看護師の関心と士気を高め，自己効力感の上

昇に寄与する要因となったのではないかと考えた。

つぎに，禁煙に効果的とされる，禁煙に関心が

ある患者に具体的な禁煙方法を指導する行為と，

指導後に喫煙状況の変化を確認する行為を「必

ず・たいてい行う」と答えた者の割合は，強化病

棟に勤務する看護師では介入の前後で増加する一

方，対照病棟に勤務する看護師では低下する傾向

が認められた。また，1 回あたりの禁煙指導にあ

てる時間はほとんどの看護師が 3 分から 5 分以内

と短く，この状況は両病棟ともに改善がみられて

いなかった。当施設では1997年から2002年の間に

入院患者の在院日数の大幅な短縮20,21)や職員の人

員整理等，経営改善に向けた取り組みによって，

全病棟の看護師一人あたりの業務量が増加してお

り，その影響は対照病棟における禁煙指導実施行

為の低下傾向に現れたと推察した。このような状

況下であっても，強化病棟に勤務する看護師にお

いては，禁煙指導行為の改善が認められた。これ
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は，強化病棟に勤務する看護師にみられた自己効

力感の有意な上昇が日常診療の中での好ましい禁

煙指導行為の実行や継続に結びついたことによる

と推察した。また，強化病棟に勤務する看護師の

多くは，マニュアルの回覧と担当看護師から得ら

れる代理経験等の間接的な強化しか受けていない

にもかかわらず，指導行為の改善をもたらした。

これらのことから，多忙な看護師が特別な時間を

とらずに日常診療の中で取り組めるよう間接的強

化を主として組み立てた今回の手法は，指導行為

の改善をもたらすに足りる看護師の自己効力感を

上昇させる効果があったと推察された。

本調査における方法上の問題点として，第一に

効果評価が 2 回の断面調査結果の比較であるた

め，この間の看護師の両病棟間で起きた勤務異動

が，取り組みの効果に影響を及ぼす可能性があげ

られる。本来なら，02年調査時点で，取り組みを

受けていなかった強化病棟勤務者 7 名と，取り組

み期間中に強化病棟における勤務経験をもつ対照

病棟勤務者 9 人を除外して評価すべきであるが，

無記名の調査であることから，それが不可能であ

った。このため，両病棟間で介入の有無に関する

誤分類が生じ，このことは取り組みの効果を過少

評価することになった。第二に，取り組みを行っ

た 2 つの病棟が何れも循環器疾患の病棟であり，

患者の疾患の違いが看護師の禁煙指導に関する自

己効力感の形成に影響した可能性が否定できな

い。さらに，研究体制の限界から強化病棟を循環

器病棟に限ったために対象者数が少なくなり，そ

れによって取り組みの効果の検出力が低下した。

第三に，強化プログラムの実施には約 4 年の長期

間を要したが，担当看護師への直接的な強化に加

え，担当看護師から間接的な強化を受けるその他

の看護師への効果を考慮すると，本研究に要した

期間は妥当であったと考えられた。しかしながら，

4 年の期間を要したことによって，その間の禁煙

をめぐる社会情勢の変化など，取り組み以外の要

因が看護師の意識に影響し，これによって取り組

みの効果がさらに検出しにくくなった可能性が否

定できないと思われた。

本調査では病棟単位で実施した看護師に対する

禁煙指導強化のための取り組みの効果を，対照病

棟を設けて評価した。その結果，この取り組みを

行った病棟看護師全体の自己効力感の向上をもた

らし，日常診療における適切な禁煙指導行動の習

慣化に寄与したと考えられた。

今回の取り組みで使用した強化プログラムに

は，オンザジョブトレーニングを支援する指導者

（強化担当者）が身近に存在するという条件が必

要であった。しかしながら，今後は指導者が身近

にいない看護師であっても，インターネット等を

用いて類似のオンザジョブトレーニングを主体と

した技術的，心理的支援が受けられるよう，プロ

グラムの改編が課題となる。
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EFFICACY OF NURSES' ON THE JOB TRAINING TO BETTER
ADVISE CESSATION AMONG HOSPITALIZED SMOKERS

Seiko HASUO*, Hideo TANAKA*, Sachiko WAKISAKA2*, Mihoko YUASA2*,
Kumiko TOMONARI2*, and Akira OSHIMA*

Key words：nurse, smoking-cessation advice, self-e‹cacy

Objectives The article describes the framework of an on-the-job training program for nurses that teaches
them how to better advise hospitalized smokers to stop smoking. The purpose of the study was to
evaluate the e‹cacy of the program.

Methods We conducted an on-the-job training program for 4 years aimed at nurses who worked in 2 of
11 wards in our hospital (training wards). The aim of the training program that we developed
was to improve nurses' self-e‹cacy in advising and supporting patients to stop smoking. An
average of 40 nurses worked in the two wards at any time during the study period. A self-ad-
ministered questionnaire was given to nurses working at our hospital before (in 1997) and after
(in 2002) the program was undertaken. Changes in cognition and behavior with regard to advice
to hospitalized smokers were also compared between nurses working at the training wards and
nurses working in the other wards in question, whose number averaged 200 nurses during the
period.

Results There were no diŠerences in age distribution, smoking habits and epidemiological knowledge
of smoking between the two groups. Self-e‹cacy in advising and supporting patients to cease
smoking was signiˆcantly increased among nurses working in the training wards (P＝0.02),
whereas no signiˆcant increase with time was found among nurses working in the other wards (P
＝0.14). After the program was undertaken, nurses working in the training wards had a sig-
niˆcantly higher proportion who always advised hospital smokers to quit according to their
predictable stage of change than their counter parts working in the other wards (adjusted odds ra-
tio 2.93, 95％ conˆdence interval 1.27–6.74).

Conclusion The study indicates the job training program to have improved the nurses' self-e‹cacy, ap-
pearing to change their behavior in advising and supporting patients to cease smoking.

* Department of Cancer Control and Statistics, Osaka Medical Center for Cancer and
Cardiovascular Diseases
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